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(57)【要約】
【課題】本発明は、「位置学習機能」を有する大量な無
線通信ノードを作る全地球測位サービスのシステム、及
びその方法を提供する。具体的には、通信ノードの精度
指数（Ａｃｃｕｒａｃｙ　Ｍｅｒｉｔ、ＡＭ）を評価す
る時に無線通信測距の誤差を記入する漸進的全地球測位
システム及び漸進的全地球測位方法を提供する。
【解決手段】各通信ノードは、隣接する通信ノードから
位置情報を取得してその地理的座標を得る。測距を複数
回実行して精度指数を採点することで、各通信ノードが
その地理的座標を継続的にメンテナンスし、時間の推移
につれて精度を向上できる。
【選択図】図１Ａ



(2) JP 2021-81434 A 2021.5.27

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の通信ノード及び第１アンカー通信ノードを有し、
　前記複数の通信ノードは、互いに隣接する空間にそれぞれ分布し、地理的座標及び精度
指数を有し、
　前記第１アンカー通信ノードは、前記通信ノードに隣接し、地理的座標及び精度指数を
有し、
　前記通信ノードにおける地理的座標及び精度指数を決めるための前記通信ノード及び前
記第１アンカー通信ノードに対して相対的位置決めアルゴリズムの演算を行うことで、前
記通信ノードの地理的座標及び精度指数を決めることを特徴とする、漸進的全地球測位シ
ステム。
【請求項２】
　前記通信ノードにおける少なくとも１つの前記通信ノード並びに地理的座標及び精度指
数を有する第２アンカー通信ノードに対して前記相対的位置決めアルゴリズムの演算を再
び行うことで、前記通信ノードの地理的座標及び精度指数を計算する場合、
　前記通信ノードは、前記通信ノードの地理的座標及び精度指数と、前回取得した地理的
座標及び精度指数とを比較し、精度指数が高い地理的座標を選択することを特徴とする、
請求項１に記載の漸進的全地球測位システム。
【請求項３】
　前記相対的位置決めアルゴリズムの演算を経て前記通信ノードがより高い精度指数を有
する地理的座標を得た場合、
　前記通信ノードが前記相対的位置決めアルゴリズムの演算データをブロックチェーンに
提出し、前記ブロックチェーンの第１スマート約定を実行し、
　前記第１スマート約定の承認条件は、前記ブロックチェーンに存在する前記第１アンカ
ー通信ノードの台帳であり、
　前記通信ノードが得た地理的座標及び精度指数は、前記通信ノードが提出した前記相対
的位置決めアルゴリズムの演算データ、並びに前記ブロックチェーンに存在する第１アン
カー通信ノードの台帳に記録される地理的座標及び精度指数に基づいて、物理的及び数学
的な制限を満たすと判断され、
　前記第１スマート約定の承認条件を通過すると、前記通信ノードが得たより高い精度指
数を有する地理的座標及び精度指数を前記ブロックチェーンの台帳に記録することを特徴
とする、請求項１に記載の漸進的全地球測位システム。
【請求項４】
　いずれかの前記通信ノードが外部リソースから前記通信ノードの地理的座標及び精度指
数を取得し、その地理的座標及び精度指数並びに信頼性認証データを前記ブロックチェー
ンに提出し、第２スマート約定を実行し、
　前記第２スマート約定の承認条件は、前記外部リソースが信頼性認証を有することであ
り、
　前記第２スマート約定の承認条件を通過すると、前記通信ノードが得た地理的座標及び
精度指数を前記ブロックチェーンの台帳に記録することを特徴とする、請求項３に記載の
漸進的全地球測位システム。
【請求項５】
　前記ブロックチェーンの台帳記録は、前記通信ノード及び前記第１アンカー通信ノード
のＵＩＤを有することを特徴とする、請求項３に記載の漸進的全地球測位システム。
【請求項６】
　前記通信ノードは、前記第１アンカー通信ノードのＵＩＤに基づいて前記ブロックチェ
ーンの台帳から前記第１アンカー通信ノードの地理的座標及び精度指数を得て、前記相対
的位置決めアルゴリズムの演算を行うことを特徴とする、請求項３に記載の漸進的全地球
測位システム。
【請求項７】
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　前記相対的位置決めアルゴリズムの演算を経て前記通信ノードがより高い精度指数を有
する地理的座標を得た場合、
　前記通信ノードが前記相対的位置決めアルゴリズムの演算データを第１検証プログラム
に提出し、
　前記第１検証プログラムの承認条件は、前記第１検証プログラムに存在する前記第１ア
ンカー通信ノードのログであり、
　前記通信ノードが得た地理的座標及び精度指数は、前記通信ノードが提出した前記相対
的位置決めアルゴリズムの演算データ、並びに前記第１検証プログラムに存在する前記第
１アンカー通信ノードのログに記録される地理的座標及び精度指数に基づいて、物理的及
び数学的な制限を満たすと判断され、
　前記第１検証プログラムの承認条件を通過すると、前記第１検証プログラムのログ記録
は、前記通信ノードが得たより高い精度指数を有する地理的座標及び精度指数を含むこと
を特徴とする、請求項１に記載の漸進的全地球測位システム。
【請求項８】
　いずれかの前記通信ノードが外部リソースから前記通信ノードの地理的座標及び精度指
数を取得し、その地理的座標及び精度指数及び信頼性認証データを第２検証プログラムに
提出し、
　前記第２検証プログラムの承認条件は、前記外部リソースが信頼性認証を有することで
あり、
　前記第２検証プログラムの承認条件を通過すると、前記第１検証プログラムのログ記録
は、前記通信ノードが得た地理的座標及び精度指数を含むことを特徴とする、請求項７に
記載の漸進的全地球測位システム。
【請求項９】
　各前記通信ノードは、複数のエラーファクターに基づいてその精度指数を計算し、
　前記エラーファクターは、前記第１アンカー通信ノードの精度指数、及び前記通信ノー
ドに対して前記相対的位置決めアルゴリズムの演算を行うことで得られた前記通信ノード
と前記第１アンカー通信ノードとの距離の不精度を含むことを特徴とする、請求項１に記
載の漸進的全地球測位システム。
【請求項１０】
　各前記通信ノードは、前記通信ノードの地理的座標の過去のデータに基づいて地理的座
標の統計分析を行うことで、前記通信ノードの地理的座標の精度及びその精度指数を高め
ることを特徴とする、請求項９に記載の漸進的全地球測位システム。
【請求項１１】
　前記通信ノードの少なくとも１つの前記通信ノードは、モバイル機器であり、
　前記モバイル機器の地理的位置を他のアプリケーションプログラムに伝送して表示する
か、又は、前記モバイル機器の地理的座標を追跡サーバーに伝送し、前記追跡サーバーを
介して前記モバイル機器の地理的座標を電子装置に提供することを特徴とする、請求項１
に記載の漸進的全地球測位システム。
【請求項１２】
　少なくとも１つ前記相対的位置決めアルゴリズムの演算に参加する前記通信ノードは、
警報通信ノードの警報情報を他の前記通信ノード又は前記警報通信ノードが指定したＩＰ
アドレスに伝送することを特徴とする、請求項１に記載の漸進的全地球測位システム。
【請求項１３】
　少なくとも１つ前記相対的位置決めアルゴリズムの演算に参加する前記通信ノードがア
クチュエータを有し、モバイル通信ノードのＵＩＤを利用してデジタル署名技術によって
前記モバイル通信ノードの秘密鍵による暗号化した身元情報を復号する時に、前記通信ノ
ードは、前記身元情報に基づいて、前記アクチュエータを起動して遠隔制御装置を制御す
るかどうかを決めることを特徴とする、請求項１に記載の漸進的全地球測位システム。
【請求項１４】
　前記通信ノードは、移動中の車両の内部空間に分布され、



(4) JP 2021-81434 A 2021.5.27

10

20

30

40

50

　前記第１アンカー通信ノードは、前記車両以外の固定位置に設けられ、
　前記相対的位置決めアルゴリズムの演算によってその地理的座標及び精度指数を決めた
後、前記通信ノードが前記車両内部のモバイル機器の前記相対的位置決めアルゴリズムに
参加することを特徴とする、請求項１に記載の漸進的全地球測位システム。
【請求項１５】
　互いに隣接する地理的座標及び精度指数を有する複数の通信ノードを空間に分布する工
程と、
　前記通信ノードにおける地理的座標及び精度指数を決めるための前記通信ノード、並び
に前記通信ノードに隣接する地理的座標及び精度指数を有する第１アンカー通信ノードに
対して相対的位置決めアルゴリズムの演算を行うことで、前記通信ノードの地理的座標及
び精度指数を決める工程と、を有することを特徴とする、漸進的全地球測位方法。
【請求項１６】
　前記通信ノードにおける少なくとも１つの前記通信ノード並びに地理的座標及び精度指
数を有する第２アンカー通信ノードに対して前記相対的位置決めアルゴリズムの演算を再
び行うことで、前記通信ノードの地理的座標及び精度指数を計算する場合に、
　前記通信ノードは、前記通信ノードの地理的座標及び精度指数と、前回取得した地理的
座標及び精度指数とを比較し、精度指数が高い地理的座標を選択することを特徴とする、
請求項１５に記載の漸進的全地球測位方法。
【請求項１７】
　前記相対的位置決めアルゴリズムの演算を経て前記通信ノードがより高い精度指数を有
する地理的座標を得た場合に、前記通信ノードが前記相対的位置決めアルゴリズムの演算
データをブロックチェーンに提出し、前記ブロックチェーンの第１スマート約定を実行し
、
　前記第１スマート約定の承認条件は、前記ブロックチェーンに存在する前記第１アンカ
ー通信ノードの台帳であり、
　前記通信ノードが得た地理的座標及び精度指数は、前記通信ノードが提出した前記相対
的位置決めアルゴリズムの演算データ、並びに前記ブロックチェーンに存在する第１アン
カー通信ノードの台帳に記録される地理的座標及び精度指数に基づいて、物理的及び数学
的な制限を満たすと判断され、
　前記第１スマート約定の承認条件を通過すると、前記通信ノードが得たより高い精度指
数を有する地理的座標及び精度指数を前記ブロックチェーンの台帳に記録することを特徴
とする、請求項１５に記載の漸進的全地球測位方法。
【請求項１８】
　いずれかの前記通信ノードが外部リソースから前記通信ノードの地理的座標及び精度指
数を取得し、その地理的座標及び精度指数並びに信頼性認証データを前記ブロックチェー
ンに提出し、第２スマート約定を実行し、
　前記第２スマート約定の承認条件は、前記外部リソースが信頼性認証を有することであ
り、
　前記第２スマート約定の承認条件を通過すると、前記通信ノードが得た地理的座標及び
精度指数を前記ブロックチェーンの台帳に記録することを特徴とする、請求項１７に記載
の漸進的全地球測位方法。
【請求項１９】
　前記ブロックチェーンの台帳記録は、前記通信ノード及び前記第１アンカー通信ノード
のＵＩＤを有することを特徴とする、請求項１７に記載の漸進的全地球測位方法。
【請求項２０】
　前記通信ノードは、前記第１アンカー通信ノードのＵＩＤに基づいて前記ブロックチェ
ーンの台帳から前記第１アンカー通信ノードの地理的座標及び精度指数を得て、前記相対
的位置決めアルゴリズムの演算を行うことを特徴とする、請求項１７に記載の漸進的全地
球測位方法。
【請求項２１】
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　前記相対的位置決めアルゴリズムの演算を経て前記通信ノードがより高い精度指数を有
する地理的座標を得た場合、
　前記通信ノードが前記相対的位置決めアルゴリズムの演算データを第１検証プログラム
に提出し、
　前記第１検証プログラムの承認条件は、前記第１検証プログラムに存在する前記第１ア
ンカー通信ノードのログであり、
　前記通信ノードが得た地理的座標及び精度指数は、前記通信ノードが提出した前記相対
的位置決めアルゴリズムの演算データ、並びに前記第１コンピュータプログラムに存在す
る前記第１アンカー通信ノードのログに記録される地理的座標及び精度指数に基づいて、
物理的及び数学的な制限を満たすと判断され、
　前記第１検証プログラムの承認条件を通過すると、前記第１検証プログラムのログ記録
は、前記通信ノードが得たより高い精度指数を有する地理的座標及び精度指数を含むこと
を特徴とする、請求項１５に記載の漸進的全地球測位方法。
【請求項２２】
　いずれかの前記通信ノードが外部リソースから前記通信ノードの地理的座標及び精度指
数を取得し、その地理的座標及び精度指数及び信頼性認証データを第２コンピュータプロ
グラムに提出し、
　前記第２コンピュータプログラムの承認条件は、前記外部リソースが信頼性認証を有す
ることであり、
　前記第２コンピュータプログラムの承認条件を通過すると、前記通信ノードが得た地理
的座標及び精度指数を前記第１コンピュータプログラムのログに記録することを特徴とす
る、請求項２１に記載の漸進的全地球測位方法。
【請求項２３】
　各前記通信ノードは、複数のエラーファクターに基づいてその精度指数を計算し、
　前記エラーファクターは、前記第１アンカー通信ノードの精度指数、及び前記通信ノー
ドに対して前記相対的位置決めアルゴリズムの演算を行うことで得られた前記通信ノード
と前記第１アンカー通信ノードとの距離の不精度を含むことを特徴とする、請求項１５に
記載の漸進的全地球測位方法。
【請求項２４】
　各前記通信ノードは、前記通信ノードの地理的座標の過去のデータに基づいて地理的座
標の統計分析を行うことで、前記通信ノードの地理的座標の精度及びその精度指数を高め
ることを特徴とする、請求項２３に記載の漸進的全地球測位方法。
【請求項２５】
　前記通信ノードの少なくとも１つの前記通信ノードは、モバイル機器であり、
　前記モバイル機器の地理的位置を他のアプリケーションプログラムに伝送して表示する
か、又は、前記モバイル機器の地理的座標を追跡サーバーに伝送し、前記追跡サーバーを
介して前記モバイル機器の地理的座標を電子装置に提供することを特徴とする、請求項１
５に記載の漸進的全地球測位方法。
【請求項２６】
　少なくとも１つ前記相対的位置決めアルゴリズムの演算に参加する前記通信ノードは、
警報通信ノードの警報情報を他の前記通信ノード又は前記警報通信ノードが指定したＩＰ
アドレスに伝送することを特徴とする、請求項１５に記載の漸進的全地球測位方法。
【請求項２７】
　少なくとも１つ前記相対的位置決めアルゴリズムの演算に参加する前記通信ノードは、
アクチュエータを有し、モバイル通信ノードのＵＩＤを利用してデジタル署名技術によっ
て前記モバイル通信ノードの秘密鍵による暗号化した身元情報を復号する時に、前記通信
ノードは、前記身元情報に基づいて、前記アクチュエータを起動して遠隔制御装置を制御
するかどうかを決めることを特徴とする、
請求項１５に記載の漸進的全地球測位方法。
【請求項２８】
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　前記通信ノードは、移動中の車両の内部空間に分布され、
　前記第１アンカー通信ノードは、前記車両以外の固定位置に設けられ、
　前記相対的位置決めアルゴリズムの演算によってその地理的座標及び精度指数を決めた
後、前記通信ノードが前記車両内部のモバイル機器の前記相対的位置決めアルゴリズムに
参加することを特徴とする、
請求項１５に記載の漸進的全地球測位方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、データ収集によって隣接する通信ノードの地理的座標データ及び精度指数を
再利用することで、特に屋内環境に利用できる全地球測位サービスネットワークを構築す
る技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、グローバルに荷物及び人員の測位に用いる技術が開発されている。低軌道衛星を
利用し、衛星の地理的座標及び精確な時間標準を有する「ビーコン」信号を持続的に送信
すれば、受信装置が三辺測定を介してその位置を決めることができる。現在、いくつかの
そのようなＧＮＳＳ（Ｇｌｏｂａｌ　Ｎａｖｉｇａｔｉｏｎ　Ｓａｔｅｌｌｉｔｅ　Ｓｙ
ｓｔｅｍ）が稼働しているため、数億の装置が「測位（Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ）」の機
能を有している。今日では、誰でもＧＮＳＳを搭載したスマートフォンを持っているため
、所有者の位置を特定できる。しかしながら、ＧＮＳＳ信号が屋内に届かないため、屋内
で信頼できる衛星信号を取得できない場合に、ＧＮＳＳを利用して屋内の位置を決めるこ
とができない。
【０００３】
　複数の屋内の「擬似衛星」を利用し、ＧＮＳＳと同じくその地理的座標を発信すると、
屋内の無線測位を行うことができるが、このような方法は、多くの人力によって全ての「
擬似衛星」の位置を測定しなければならない。そのため、グローバルに使用することがで
きない。
【０００４】
　近年では、ＷｉＦｉ（Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｆｉｄｅｌｉｔｙ）信号の普及につれて、無
線屋内測位技術は、すべての使用できるＷｉＦｉ「マーク」を利用することになった。例
えば、ＷｉＦｉ　ＳＳＩＤ（Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｓｅｔ　Ｉｄｅｎｔｉｆｉｅｒ）によって
ＷｉＦｉ　ＡＰ（Ａｃｃｅｓｓ　Ｐｏｉｎｔ）の地理的位置を合理的に示すことができる
。ＧＮＳＳの信号が弱く又は信頼できない場合に、スマートフォンのオペレーティングシ
ステムがＳＳＩＤ（場合によってＭＡＣアドレスも）のデータベースを比較することで、
携帯電話の位置を決める場合もある。
【０００５】
　もう１つの有用なＷｉＦｉ「マーク」は、ＷｉＦｉ　ＡＰの信号強度である。もしある
場所に複数のＷｉＦｉ装置を有し、それらのＷｉＦｉ装置が固定のＡＰ及びそのクライア
ント装置（例えば、携帯電話）を有する場合、まず、すべての屋内の場所において、予め
にそれらの固定ＡＰの無線通信信号強度に対して１つ１つに「指紋」の測定を行う。その
後、屋内の場所にある任意のモバイルクライアント装置がそれらのＡＰの受信信号強度を
測定し、その測定値と予め測定した値とを比較することで、前記屋内の場所にある装置の
最も可能である位置を決めることができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　近年では、信号強度をＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）／ＷｉＦｉ
信号のＣＳＩ（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｔａｔｅ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）値に置換する技
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術もある。事前にＣＳＩ値を測定すれば、屋内の場所の指紋データベースを作ることがで
きる。前記指紋データベースは、前記場所にあるモバイル装置の位置の認識に利用できる
。前記方法は、（位置）認識エラー率が低く、ＡＩ（ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ　ｉｎｔｅｌ
ｌｉｇｅｎｃｅ）を利用すると、１ｃｍくらいの精度を実現できる。指紋対照法の欠点と
しては、前提条件としてまず測定を行わなければならない。いくら自動化装置で測定した
としても、現場で事前に１つ１つ測定する必要がある点が挙げられる。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の１つの実施例によれば、複数の通信ノードを有する漸進的全地球測位システム
を提供する。前記複数の通信ノードは、互いに隣接する空間にそれぞれ分布し、地理的位
置の絶対座標（即ち、デカルト座標（Ｃａｒｔｅｓｉａｎ　ｃｏｏｒｄｉｎａｔｅｓ）、
以下、「地理的座標」と略称する）及び精度指数を有する。説明の便宜上、本発明の実施
例において、デカルト座標（x、y、z）で地理的座標を示すが、実際の応用では地理的空
間の地理的座標（即ち、緯度、経度、及び海抜）を利用する。「隣接」の意味は、距離に
限定されず、通信ノードによる無線通信の範囲内であれば、いずれも「隣接」に属する。
前記通信ノードにおける１つの通信ノードは、その地理的座標が未知であるか正しいかを
確定できない場合（例えば、一度オフにしてからオンにする場合）に、隣接する通信ノー
ドからその地理的座標及び精度指数を決めることができる。その場合、その地理的座標を
決めるための通信ノード及び前記隣接する通信ノード（以下、「第１アンカー通信ノード
」と称する）に対して相対的位置決めアルゴリズムの演算を行うことで、前記通信ノード
の地理的座標及び精度指数を決めることができる。
【０００８】
　本発明の他の実施例によれば、漸進的全地球測位方法を提供する。漸進的全地球測位方
法は、互いに隣接する地理的座標及び精度指数を有する複数の通信ノードを空間に分布す
る工程と、前記通信ノードにおける地理的座標及び精度指数を決めるための通信ノード、
並びに前記通信ノードに隣接する地理的座標及び精度指数を有する第１アンカー通信ノー
ドに対して相対的位置決めアルゴリズムの演算を行うことで、前記通信ノードの地理的座
標及び精度指数を決める工程と、を有する。
【０００９】
　上記のように、本発明は、互いに対等な無線通信ノードを協働して地理的座標を共有さ
せ、更に分類及び評価によってその精度を改善するシステム、及びその方法を提供する。
無線測距機能を搭載する装置は、地理的位置情報の取得及びアンカーの伝送に参加するよ
うに設計される。参加する無線通信装置は、同じ又は異なる通信規格で動作される。本発
明の方法は、主にＷｉＦｉ装置に基づくか、他の無線通信規格に適用できる。前記通信ノ
ードは、ＡＰ又はクライアント端末であってもよい。複数の参加する通信ノードがメッシ
ュネットワーク（Ｍｅｓｈ）又はＡｄ－ｈｏｃネットワークを介して互いにカスケード接
続されることで、各通信ノードをインターネットに接続するのに役立つが、メッシュネッ
トワーク又はＡｄ－ｈｏｃネットワークを形成することは本発明の前提条件ではない。各
通信ノードをインターネットに接続すると、データ認証及び位置データに有利であり、よ
り詳しい内容を後述する。一般的に、家庭内の通信ノードが３～５個のＡＰ及びいくつの
スマートフォンを含む。本発明において、ＡＰのファームウェア及びスマートフォンのア
プリケーションプログラムを実行することで、他のノードから地理的座標を取得し、他の
ノードとの距離を測定し、相対的位置決めアルゴリズムに基づいてそれ自体の地理的座標
を確定する。
【００１０】
　本発明は、時々Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ装置に言及する。ＢｌｕｅｔｏｏｔｈとＷｉＦｉの
ブリッジ（Ｂｒｉｄｇｅ）によれば、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ装置をＷｉＦｉのノードに接続
し、ピア（ｐｅｅｒ）通信ノードの一員とすることができる。複数のＢｌｕｅｔｏｏｔｈ
装置の間に互いに接続してなるメッシュネットワークを形成してもよい。屋内測位分野に
おいて、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ装置は、少しの測距、測位機能を有する。本発明において、
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Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ装置は、近くの協働Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ装置を検知するだけでなく、
隣接する地理的座標が既知であるＢｌｕｅｔｏｏｔｈ装置と三辺測定を行うことで、その
地理的座標を決めることができる。Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈは、消費電力が少なく、長期間使
用できるという利点がある。また、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈは、短距離でしか機能しない「利
点」があるため、位置誤差が比較的低い。Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ装置の上記特徴を利用する
と、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ装置とそれにブリッジするＷｉＦｉのノードとの間に地理的座標
及び測距結果を交換し、三辺測定法によってＢｌｕｅｔｏｏｔｈ装置の位置を確認できる
。このような方法は、物が紛失した場合に探す為に利用できる。他の無線通信技術、例え
ば、ＬＴＥ、５Ｇ、ＵＷＢ、ＬｏＲａ、及びＺｉｇｂｅｅ等は、同じく通信ノードとする
ことができる。
【発明の効果】
【００１１】
　現在、多くの２つの無線通信ノードの間の距離を測定する従来技術、例えば信号強度及
びＴｏＦ（Ｔｉｍｅ－ｏｆ－ｆｌｉｇｈｔ）等がある。しかしながら、前記無線通信測距
技術は、障害物や反射等によって誤差が生じ、異なる程度の不精度を生じる。そのため、
無線測位を行う毎に測距の不精度を評価しなければなれない。本発明において、通信ノー
ドの精度指数（Ａｃｃｕｒａｃｙ　Ｍｅｒｉｔ、ＡＭ）を評価する時に無線通信測距の誤
差を記入する。それは、実施形態に詳しく説明する。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１Ａ】本発明の第１実施例の漸進的全地球測位システムの第１模式図である。
【図１Ｂ】本発明の実施例の漸進的全地球測位システムの第２模式図である。
【図２】本発明の実施例の漸進的全地球測位システムの第３模式図である。
【図３】本発明の実施例の漸進的全地球測位システムによって三辺測定法を行う時に精度
指数推定を行うフローチャートである。
【図４】本発明の実施例の漸進的全地球測位方法の第１フローチャートである。
【図５】本発明の実施例の漸進的全地球測位方法の第２フローチャートである。
【図６Ａ】本発明の実施例の漸進的全地球測位システムの車両測位応用の第１模式図であ
る。
【図６Ｂ】本発明の実施例の漸進的全地球測位システムの車両測位応用の第２模式図であ
る。
【図７】本発明の実施例の漸進的全地球測位システムの高度な応用の模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、図面を参照しながら本発明の漸進的全地球測位システム及びその方法の実施例を
説明する。説明の便宜上、図面において、各部品のサイズ及び比率が実際より拡大又は縮
小することがある。下記説明及び／又は請求項において、素子が他の素子に「接続」又は
「連結」されるとは、前記他の素子に直接に接続又は連結されてもよいが、他の素子を介
して接続又は連結されてもよい。素子が他の素子に「直接に接続」又は「直接に連結」さ
れるとは、介在の素子が存在しないことを示す。素子又は層の間の関係を説明するための
他の文言も同じように解釈されるべきである。理解を容易にするために、下記実施例にお
いて、同じ符号で同じ素子を示す。
【００１４】
　図１Ａは、本発明の実施例の漸進的全地球測位システムの第１模式図である。図１Ａに
示すように、漸進的全地球測位システム１は、地理的座標及び精度指数を有する複数の通
信ノードＮ０、Ｎ１、並びに第１アンカー通信ノード（ｆｉｒｓｔ　ａｎｃｈｏｒ　ｎｏ
ｄｅ又はｆｉｒｓｔ　ｈｉｎｇｅ　ｎｏｄｅ）ＮＡ、ＮＢ及びＮＣを有する。本実施例は
単なる例であり、通信ノード及び第１アンカー通信ノードの数が図面に限定されない。漸
進的全地球測位システム１は、より多くの通信ノード及び第１アンカー通信ノードを有し
てもよい。また、若通信ノードＮ０、Ｎ１が初期状態（即ち、未使用の通信ノードＮ０、
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Ｎ１が初めてある地点に取り付ける状態）であってもデフォルトの地理的座標及び精度指
数を有する。
【００１５】
　いずれかの又は複数の前記通信ノードＮ０、Ｎ１、並びに１つ又は複数の第１アンカー
通信ノードＮＡ、ＮＢ及びＮＣに対して相対的位置決めアルゴリズムの演算を行うことで
、その地理的座標及び精度指数を決める又は更新することができる。
【００１６】
　以下、複数の通信ノードＮ０、Ｎ１が相対的位置決めアルゴリズムの演算によって第１
アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ及びＮＣから１組の地理的座標を得ることを説明する。相
対的位置決めアルゴリズムの演算は、下記隣接する第１アンカー通信ノードから取り込ん
だ地理的座標を有し、隣接する第１アンカー通信ノードとの距離を測定し、三辺測定法に
よってその地理的座標を決めることができる。直線にない３つの第１アンカー通信ノード
ＮＡ、ＮＢ、ＮＣは、既知の地理的座標（ｘｉ、ｙｉ、ｚｉ）を有する。第１アンカー通
信ノードＮＡの地理的座標及び精度指数は、それぞれ（ｘＡ、ｙＡ、ｚＡ）及びＡＭＡで
ある。第１アンカー通信ノードＮＢの地理的座標及び精度指数は、それぞれ（ｘＢ、ｙＢ

、ｚＢ）及びＡＭＢである。第１アンカー通信ノードＮＣの地理的座標及び精度指数は、
それぞれ（ｘＣ、ｙＣ、ｚＣ）及びＡＭＣである。通信ノードＮ０の地理的座標及びその
精度指数は、それぞれ（ｘ０、ｙ０、ｚ０）及びＡＭ０である。通信ノードＮ１の地理的
座標及びその精度指数は、それぞれ（ｘ１、ｙ２、ｚ１）及びＡＭ１である。第１アンカ
ー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣの無線通信範囲内の通信ノードＮ０の地理的座標を決めよ
うとする場合に、幾何学的原理に基づいて、通信ノードＮ０と第１アンカー通信ノードＮ

Ａ、ＮＢ、ＮＣとの距離ｄＡ、ｄＢ、ｄＣが既知であれば、三辺測定法（Ｔｒｉｌａｔｅ
ｒａｔｉｏｎ）によって三次元空間（ｘ、ｙ、ｚ）における通信ノードＮ０の地理的座標
（ｘ０、ｙ０、ｚ０）を確定できる。第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣとの距離
ｄＡ、ｄＢ、ｄＣについて、先に通信ノードＮ０との相対位置（ｒｅｌａｔｉｖｅ　ｏｒ
　ｏｆｆｓｅｔ　ｐｏｓｉｔｉｏｎ）及び座標を提供してから、加減算で通信ノードＮ０

の地理的座標（ｘ０、ｙ０、ｚ０）を得る。前記作業において、さらに各通信ノードの地
理的座標に精度指数を付与することで、測距測定誤差及び前記アンカー通信ノードからの
誤差を含むことができる。より詳しい内容を後述する。即ち、地理的座標及び精度指数を
決めようとする少なくとも１つの通信ノード（例えば、通信ノードＮ０）及び前記第１ア
ンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣに対して相対的位置決めアルゴリズムの演算を行うこ
とで、その地理的座標及び精度指数を決めることができる。
【００１７】
　三次元空間幾何学において、直線にない３つの第１アンカー通信ノードだけに対して相
対的位置決めアルゴリズムの演算を行うと、得られた通信ノードＮ０の（ｘ０、ｙ０、ｚ

０）が鏡像の不明確な位置（ａｍｂｉｇｕｏｕｓ　ｌｏｃａｔｉｏｎ）を生じる。その場
合、他のアンカー通信ノードを追加するか、又は第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、Ｎ

Ｃのいずれかを僅かに移動することで、正確の（ｘ０、ｙ０、ｚ０）を確定できる。それ
は多面的な幾何学的な問題であり、本発明の範囲に含まない。三次元空間において、１つ
又は２つの第１アンカー通信ノードしかない場合でも、誤差がより多きであるが、通信ノ
ードＮ０の（ｘ０、ｙ０、ｚ０）を計算できる。本実施例において、「三辺測定法」でこ
のような相対的位置決めアルゴリズムを示すが、他の相対的位置決めアルゴリズム、例え
ば三角測定法（ｔｒｉａｎｇｕｌａｔｉｏｎ）及び受信角度法（ｐｈａｓｅ／ａｎｇｌｅ
　ｏｆ　ａｒｒｉｖａｌ、ＡｏＡ）等であってもよい。前記他の相対的位置決めアルゴリ
ズムは、異なる数学演算モデル及び異なる通信ノードの共通の動作モードが必要である。
【００１８】
　使用できる測距ツールとしてＩＥＥＥ（登録商標）８０２．１１ｍｃ規格が挙げられる
。８０２．１１ｍｃをサポートするＷｉＦｉ装置（ＡＰ及びスマートフォンを含む）がま
すます流行っている。８０２．１１ｍｃを採用する装置を「イニシエータ」（ｉｎｉｔｉ
ａｔｏｒ）又は「レスポンダー」（ｒｅｓｐｏｎｄｅｒ）として定義できる。図１Ａに示
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すように、通信ノードＮ０、Ｎ１、ＮＡ、ＮＢ、ＮＣのいずれかをイニシエータ又はレス
ポンダーにしてもよい。従来技術に記載したように、イニシエータとレスポンダーの間の
ＲＴＴ（Ｒｏｕｎｄ　Ｔｒｉｐ　Ｔｉｍｅ）のＦＴＭ（Ｆｉｎｅ　Ｔｉｍｅ　Ｍｅａｓｕ
ｒｅｍｅｎｔ）を利用し、ＴｏＦの原理を使用すると、２つのノードの間の距離を確定で
きる。一般的には、地理的測定で得た複数の地理的座標を８０２．１１ｍｃをＡＰ利用し
てレスポンダーとして空間に配置する。その場合、８０２．１１ｍｃをサポートするスマ
ートフォンがイニシエータとなる。８０２．１１ｍｃの測距メカニズムによって前記レス
ポンダーとの間の距離を測定し、レスポンダーの既知の地理的座標を取り込むと、スマー
トフォンは三辺測定法によってその地理的座標を取得できる。８０２．１１ｍｃを利用す
るＴｏＦの他に、無線装置の相対信号強度指示（Ｒｅｌａｔｉｖｅ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｓｔ
ｒｅｎｇｔｈ　Ｉｎｄｉｃａｔｏｒ、ＲＳＳＩ）も、通信ノードＮ０、Ｎ１で受信したＮ
Ａ、ＮＢ、ＮＣからび信號強さに基づいてそれらとの距離を決めることができる。本發明
で使用する測距技術は、信號強度、ＴｏＦ、及びその他の全ての手段を含む。
【００１９】
　本実施例の方法において、全てのレスポンダーが事前に地理的測定を行わなくてもよい
。ＡＰ（例えば、図１Ａの通信ノードＮ０、Ｎ１）は、既知の地理的座標及び精度指数を
有するＡＰ（例えば、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣ）からその地理的座標を
取得できる。その後、より高い精度指数を有するノードが存在する場合に、ＡＰ（例えば
、図１Ａの通信ノードＮ０、Ｎ１）がその地理的座標の精確さを高めるように再び三辺測
定を行う。
【００２０】
　図１Ｂは、本発明の実施例の漸進的全地球測位システムの第２模式図である。図１Ｂに
示すように、より高い精度指数を有する第２アンカー通信ノード（ｓｅｃｏｎｄ　ａｎｃ
ｈｏｒ　ｎｏｄｅ又はｓｅｃｏｎｄ　ｈｉｎｇｅ　ｎｏｄｅ）ＮＤ、ＮＥが存在する場合
に、ＡＰ（通信ノードＮ０又は通信ノードＮ１）がその地理的座標の精確さを高めるよう
に再び三辺測定を行う（通信ノードＮ０と第２アンカー通信ノードＮＤ、ＮＥとの距離は
、それぞれｄＤ及びｄＥである）。第２アンカー通信ノードＮＤの地理的座標及び精度指
数は、それぞれ（ｘＤ、ｙＤ、ｚＤ）及びＡＭＤである。第２アンカー通信ノードＮＥの
地理的座標及び精度指数は、それぞれ（ｘＥ、ｙＥ、ｚＥ）及びＡＭＥである。通信ノー
ドＮ０は、元々の第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣから精度指数が高いＮＣを選
択し、更により精確な地理的座標を得るために第２アンカー通信ノードＮＤ、ＮＥを利用
して三辺測定法を行う。通信ノードＮ０は、得られた地理的座標及び精度指数とその前に
得られたものとを比較し、精度指数が最も高いものを使用する。
【００２１】
　ＡＰのファームウェア及びスマートフォンのアプリケーションプログラムに対してプロ
グラミングすることで、レスポンダーとイニシエータの間に測距データを交換してもよい
。例えば、Ｇｏｏｇｌｅ　Ａｎｄｒｏｉｄ（登録商標）において、「測距要求」（Ｒａｎ
ｇｉｎｇＲｅｑｕｅｓｔ）というＡＰＩがあって、測距に参加する複数のＡＰ又はＷｉ－
Ｆｉ　Ａｗａｒｅ（登録商標）（工業規格）通信ノードを相対測距協働リストに含ませる
。測距要求において、複数のＡＰ又はＷｉ－Ｆｉ　Ａｗａｒｅを協働して通信ノードとす
ることができる。実行した後、ＡＰＩが全ての設備の測定距離を回復する。また、８０２
．１１ｍｃにおいて、地理空間フォーマットの地理的座標情報（例えば、緯度、経度、及
び海抜高さ）をＦＴＭフレームのＬＣＩ情報（詳しくは後述する）に書き込んでもよい。
それらの座標情報と前記ＴｏＦによって測定した距離に基づいて、８０２．１１ｍｃをオ
ンにしたＡＰ（例えば、図１Ａの通信ノードＮ０又はＮ１）は、三辺測定法によってその
地理的座標を得ることができる。
【００２２】
　問題は、如何にＡＰが所在する同じ空間で信頼性のある地理的座標の通信ノードを見つ
けて協働させ、測位の測定及び演算に参加することにある。本発明において、専門的な方
法で地理的測定を行って得られた精度座標を最も高い精度指数とするため、「スーパーア
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ンカーノード」とすることができる。他の簡単な解決策としては、同じ無線通信フィール
ドでの１つの又は複数のスマートフォンをアンカー通信ノードとしてＧＰＳ信号を受信で
きる箇所に置くこともできる。同じ地点でのＧＰＳ信号受信回数が増えた場合に、統計計
算により信頼性が高い精確な地理的座標を得て、信頼性のある精度指数を得ることができ
る。スマートフォンのいくつかの高等技術の測距ツール、例えばＵＷＢ又はＬｉＤＡＲを
利用すると、短距離の測距精度を高めることができる。ＧＰＳを利用できない場合に、後
述の慣性ナビゲーションを利用してもよいが、移動距離の増加につれて精度が急激に劣化
する。また、Ｗｉ－Ｆｉ　Ａｗａｒｅによって近くの協働可能なＡＰを検索すると、より
多くのアンカー通信ノード（ａｎｃｈｏｒ　ｎｏｄｅ又はｈｉｎｇｅ　ｎｏｄｅ）を見つ
かることができる。無線測定を行う毎に測定誤差があるため、精度指数の低下になる。例
えば、前記「後方」の通信ノードが前方の誤差を含むため、精度指数の低下になる。その
ため、全てのノードが１つの共通規格で精度指数を定義すれば、ＡＰは、続けてより良い
協働アンカー通信ノードを見つけてそれを測定に参加させ、徐々にその地理的座標をより
良い精確さに微調整させることで、他の人が信頼できるアンカー通信ノードになることが
できる。
【００２３】
　説明の便宜上、本実施例においても、「イニシエータ」（例えば、通信ノードＮ０又は
Ｎ１、又は図２に示す移動中のスマートフォンＮｉ）で初期の通信ノード、又は改善した
地理的位置を必要とする通信ノードを示し、また、「レスポンダー」で参加するアンカー
通信ノード（例えば、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣ、又は第２アンカー通信
ノードＮＤ、ＮＥ）を示す。
【００２４】
　近くに３つのアンカー通信ノードが存在し、アンカー通信ノードとの距離を測定できる
場合に、独立したイニシエータ通信ノードは、その地理的座標を計算できる。ここでいう
「独立」とは、イニシエータとレスポンダーの間に限られた無線通信のみを行うことを示
す。例えば、３つのアンカー通信ノードは、それらの地理的座標（一方通信）を「放送」
できる必要がある。また、通信ノードは、距離を測定できる必要がある。信号強度の場合
、一方又は両方向の通信を行う必要がある。ＴｏＦの場合、両方向の通信を行う必要があ
る。アンカー通信ノードが移動（例えば、携帯電話、詳しくは後述する）できる場合に、
前記アンカー通信ノードが時間別に移動軌跡における異なる箇所でそれぞれの地理的座標
データを提供することで、イニシエータ通信ノードが逐次に距離を測定できる。その場合
、各点の地理的座標データ及び測定データを同時に取得すればよい。即ち、座標の放送及
び測距の他に、参加するノードの間にメッシュネットワーク又は同期のようなワイヤレス
コラボレーションを行う必要がない。Ａｎｄｒｏｉｄ　ＲａｎｇｉｎｇＲｅｑｕｅｓｔ　
ＡＰＩを使用する場合に、協働するＡＰ又はＷｉ－Ｆｉ　Ａｗａｒｅ装置をメッシュネッ
トワークに接続する必要がない。参加するスマートフォンは、ＡＰに「ＷｉＦｉ関連」（
ａｓｓｏｃｉａｔｅ）する必要がなく、時間同期をする必要がない。他の相対的位置決め
アルゴリズム、例えば三角測位法又は受信角度法を使用すると、より多くの無線通信協働
が必要になる場合がある。
【００２５】
　慣性ナビゲーションは、地理的位置データを既知の地理的座標位置からもう１つの位置
に「伝送」するのに役立つ。スマートフォンは、近くのアンカー通信ノードを利用するか
、又はＧＮＳＳ（ＧＰＳ）信号を受信することで、その地理的座標を取得できる。その後
、スマートフォンが移動している時に、慣性ナビゲーションの原理に基づいてモーション
センサー（例えば、加速度計及びジャイロスコープ）によって受信した情報を積分すると
、スマートフォンの位置、方向及び速度を連続に認識できる。スマートフォンをある地理
的座標を取得しようとするイニシエータ通信ノードが所在する空間に移動すると、その移
動軌跡における点は、一時的なアンカー通信ノードとして機能できる。前記移動軌跡にお
ける直線にない３つの位置サンプルを選択すると、前記イニシエータ通信ノードは、三辺
測定法によってその地理的座標を取得できる。慣性ナビゲーションの欠点としては、毎回
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の位置推移の演算で誤差が累積することにある。しかしながら、多くの方法でその精確さ
を高めることができる。近い将来に、ハードウェア又はソフトウェアによってより精確な
結果を提供できるだろう。
【００２６】
　図２は、本発明の実施例の漸進的全地球測位システムの第３模式図である。図２は、信
頼性のある地理的座標を有するアンカー通信ノードによって、他のノードに測位サービス
を提供することを示す。例えば、自宅や公共の場所等で使用する場合に、信頼性のある地
理的座標を有する（第１又は第２）アンカー通信ノードＮＪ、ＮＫ、ＮＬ、ＮＭを設ける
ことで、スマートフォンＮｉのようなモバイル通信ノードをイニシエータとし、相対的位
置決めアルゴリズムによってその地理的座標を認識できる。アンカー通信ノードＮＪの地
理的座標及び精度指数は、それぞれ（ｘＪ、ｙＪ、ｚＪ）及びＡＭＪである。アンカー通
信ノードＮＫの地理的座標及び精度指数は、それぞれ（ｘＫ、ｙＫ、ｚＫ）及びＡＭＫで
ある。アンカー通信ノードＮＬの地理的座標及び精度指数は、それぞれ（ｘＬ、ｙＬ、ｚ

Ｌ）及びＡＭＬである。アンカー通信ノードＮＭの地理的座標及び精度指数は、それぞれ
（ｘＭ、ｙＭ、ｚＭ）及びＡＭＭである。通信ノードＮｉ（スマートフォン）の地理的座
標及び精度指数は、それぞれ（ｘｉ、ｙｉ、ｚｉ）及びＡＭｉ（スマートフォンＮｉとア
ンカー通信ノードＮＪ、ＮＫ、ＮＬ、ＮＭとの距離は、それぞれｄＪ、ｄＫ、ｄＬ及びｄ

Ｍ）である。スマートフォンＮｉは、相対的位置決めアルゴリズムによってその地理的座
標を取得した後、その新たに取得した位置情報を様々な応用に利用できる。例えば、位置
データをオンラインマップサービスに送信し、地図に前記スマートフォンＮｉの位置を表
示できる。また、位置データをクラウドにある追跡サーバーを介してサードパーティー装
置に送信し、前記スマートフォンＮｉの所有者の位置を通知できる。なお、前記位置デー
タをゲームサーバーに送信し、位置によって変わるゲームのリアクションを得ることがで
きる。即ち、スマートフォンＮｉは、前記位置データを使用する位置データの消費者であ
る。即ち、通信ノードＮｉは、モバイル機器であり、モバイル機器（通信ノードＮｉ）の
地理的位置を他のアプリケーションプログラムに伝送して表示するか、又は、モバイル機
器（通信ノードＮｉ）の地理的位置を追跡サーバーに伝送し、前記追跡サーバーを介して
モバイル機器（通信ノードＮｉ）の地理的位置を電子装置に提供する。
【００２７】
　通信ノードの測位演算を追跡可能にするために、各通信ノードは、ハードウェア又はソ
フトウェアによって１つのＵＩＤ（Ｕｎｉｑｕｅ　Ｉｄｅｎｔｉｆｉｅｒ）を付ける。ハ
ードウェア方法は、例えば、チップをシリアル化し、又はシリアル番号をフラッシュメモ
リにプログラミングする。業界でよく知られる秘密鍵／公開鍵暗号（ｐｒｉｖａｔｅ／ｐ
ｕｂｌｉｃ　ｋｅｙ　ｃｒｙｐｔｏｇｒａｐｈｙ）によって公開鍵メカニズムで登録して
もよい。通信ノードは、１つの秘密鍵をランダムに生成して秘密に所有する。そして、各
通信ノードは、前記秘密鍵に基づいて、一意の公開鍵を生成して公開識別用ＵＩＤとする
。秘密鍵から公開鍵の変更は、業界で知られるＥＣＤＳＡ（Ｅｌｌｉｐｔｉｃ　Ｃｕｒｖ
ｅ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｓｉｇｎａｔｕｒｅ　Ａｌｇｏｒｉｔｈｍ）、又は「デジタル署名
」と称する技術で行う。すべてのデジタル署名アルゴリズムにおいて、一般的には、秘密
鍵エンコードスペースが極めて巨大であるため、計算によって同じ秘密鍵を推測したり選
択したりすることはできない。同じく、公開鍵スペースも巨大であるため、繰り返しの可
能性はほぼゼロである。そのため、公開鍵暗号化を通信ノードの認識コードとすると、一
意と見做（以下、「一意の公開鍵」と称する）され、シリアルナンバー（ｓｅｒｉａｌ　
ｎｕｍｂｅｒ）として使用できる。有効化すると、他の通信ノードは前記一意の公開鍵に
よって前記通信ノードを認識できる。
【００２８】
　精度指数（ＡＭ）は、位置データの使用者が容易に理解できる指標であり、０～５（最
も高い精度）で示し、信頼性認証（詳しくは後述する）を有する「スーパーアンカーノー
ド」に用いる。０は、適切な証拠を提供できない通信ノードを示す。表１において、精度
指数及び誤差範囲（即ち、座標不精度）の対応状況を示す。留意すべきことは、表１は、



(13) JP 2021-81434 A 2021.5.27

10

20

30

40

50

整数のＡＭ値及び対応するおおよそのＥＣ（座標誤差）の範囲を示す。ＡＭ値は、０から
５まで連続に変化するので、整数だけではない。それに対応するＥＣ値も連続に変化する
。アンカー通信ノードＮｉに精度指数ＡＭｉを付与すると、表１の誤差値に基づいて、Ｎ

ｉ空間座標（ｘｉ、ｙｉ、ｚｉ）の周りに「誤差範囲」の球を描画し、通信ノードＮｉの
ネイティブの不精度を示すことができる。図３は、本発明の実施例の漸進的全地球測位シ
ステムによって三辺測定法を行う時に精度指数推定を行うフローチャートである。図３に
おいて、三辺測定法を行う時に精度指数（ＡＭ）を評価することを説明する。イニシエー
タ通信ノードＮ０は、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣ（図１に示す）から地理
的座標及び精度指数のデータを受信し、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣとの距
離ｄＡ、ｄＢ、ｄＣを測定する。そのうち、多くのエラーファクターが存在する。ｄＡ、
ｄＢ、ｄＣの不精度は、無線通信帯域幅及びデータ速度の影響を受ける。また、壁や家具
等の障害物で遮られる場合に誤差を生じる。そのため、三辺測定作業において、ｄＡ、ｄ

Ｂ、ｄＣの端点にその誤差範囲の球を有し、それを三辺測定法で得られた地理的座標の精
度指数に反映しなければならない。関連文献から分かるように、通信ノードＮ０及び第１
アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣから形成した傾斜三角ピラミッドは、規則的なピラ
ミッドより大きい三辺測定法の誤差を生じる可能性がある。また、通信ノードＮＡの精度
指数がＮＢ、ＮＣよりはるかに高い場合、Ｎ０の地理的座標を計算する時に、ＮＢ、ＮＣ

のネイティブの「誤差範囲」の球が大きいため、ＮＢ、ＮＣの誤差感度（Ｓｅｎｓｉｔｉ
ｖｉｔｙ）がＮＡよりはるかに高い。変数の干渉を出来る限りに避けるために、理想状況
では、例えば、参加するアンカー通信ノードの精度指数、Ｎ０との距離、及び距離測定不
精度が近く、Ｎ０と構成した三角ピラミッドの形状が正しい場合、下式（１）で示す。な
お、表現手段の制約の為、上線付きの文字については、上線付きの文字の前に上線を記し
ている。
　ＥＣ０＝‾ＥＣｉ＋‾ＥＲｉ　・・・（１）
【００２９】
　そのうち、ＥＣは、表１に基づいてＡＭ値から換算する座標（Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｅ）
不精度を示す。ＥＲは、測距（Ｒａｄｉｏ　Ｒａｎｇｉｎｇ、無線通信測距）不精度を示
す。下付き０は、イニシエータＮ０を示す。下付きｉは、参加する全てのアンカー通信ノ
ードを示し、ここでは第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣを示す。上の棒線は、ｉ
個のケースから得られた平均値を示す。ＥＣＡは、表１に基づいてＡＭＡから換算する。
ＥＣＢは、ＡＭＢから換算する。その他は類推できる。座標不精度ＥＣは、最小桁の不精
度だけではない。ＥＣＡは、（ｘＡ、ｙＡ、ｚＡ）の精確さを反映し、ＡＭＡで代表する
。詳しい測位演算において、更にｘ、ｙ、ｚの３軸の異なる誤差区間を区別し、分散（ｖ
ａｒｉａｎｃｅ）で示す。ここでは、各軸の分散の平均値で示す。前記のように、ＡＭＡ

は、前の第１アンカー通信ノードＮＡの「最適な」相対的位置決めアルゴリズムを行う過
程で定義される（即ち、図１Ｂの実施例に示すように、第１アンカー通信ノードＮＡをイ
ニシエータ通信ノードとしてなにかの相対的位置決めアルゴリズムを行った後、精度指数
が最も高いものを選ぶ）。そのため、ＥＣ及びＡＭは、最適な相対的位置決めアルゴリズ
ムを行う過程での全ての誤差を含む。また、測距不精度ＥＲは、無線通信帯域幅、データ
速度、使用頻度、及び障害物の遮るによる物理的制限に関する。ＥＲの評価が非常に複雑
であるが、理論及び経験的データの標準測距不精度ルックアップテーブル（Ｌｏｏｋ－ｕ
ｐ　Ｔａｂｌｅ）に基づいて管理できる。式（１）において、上の棒線は、ｉ個のケース
から得られた平均値を示すが、傾斜三角ピラミッドの場合、又は複数の測定技術を混合（
例えば、ｄＡ、ｄＢがＦＴＭ測定を使用するが、ｄＣがＲＳＳＩ測定を使用する。詳しく
は後述する）する場合に、式（１）を他の非単純平均式で置換してもよい。イニシエータ
通信ノードＮ０の座標不精度ＥＣ０は、前記アンカー通信ノードからの誤差ＥＣｉを含む
だけでなく、毎回の測距で誤差ＥＲｉが累積する。明らかに、イニシエータ通信ノードＮ

０の精度指数の評価は、ＥＣ０＝‾ＥＣｉ＋‾ＥＲｉのために数学上の制限条件が存在す
る。測距について、スマートフォンがＵＷＢ又はＬｉＤＡＲを搭載する場合に、ＥＲを大
幅に改善できる。このようにすると、通信ノードＮ０は、複数のエラーファクターに基づ
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いて精度指数を計算する。エラーファクターは、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、Ｎ

Ｃの精度指数、及び通信ノードＮ０に対して相対的位置決めアルゴリズムを行うことで得
られた通信ノードＮ０と第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣとの距離の不精度を有
する。表１において、例として精度指数及び誤差ＥＣの関係を説明する。
【００３０】
【表１】

【００３１】
　前記計算を支持するために、通信ノードＮ０及び第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、
ＮＣの無線通信信号が有する測定に関する情報は、（１）公開鍵、（２）現在の地理的座
標（ｘｉ、ｙｉ、ｚｉ）、（３）精度指数ＡＭｉ、（４）ＴｏＦレスポンス、及び（５）
他のネットワーク接続及び同期情報を有するが、それらに限定されない。ＩＥＥＥ　８０
２．１１－２０１６規格において、地理的座標及び精度の指示を提供する。ＬＣＩ（Ｌｏ
ｃａｔｉｏｎ　Ｃｏｎｆｉｇｕｒａｔｉｏｎ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ）は、緯度、経度
、高さ及びその不精度（量子化誤差）を含む。また、ＬＣＲ（Ｌｏｃａｔｉｏｎ　Ｃｉｖ
ｉｃ　Ｒｅｐｏｒｔ、又はＣＩＶＩＣ）は、規格化フォーマットによってその「ｃｉｖｉ
ｃ」アドレスを認識させる。
【００３２】
　本実施例は、下記工程を有する。
【００３３】
　工程Ｓ３１：通信ノードＮ０が第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣから地理的座
標及び精度指数を受信し、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣとの距離ｄＡ、ｄＢ

、ｄＣを測定する。
【００３４】
　工程Ｓ３２：第１アンカー通信ノードＮＡの精度指数ＡＭＡ、第２アンカー通信ノード
ＮＢの精度指数ＡＭＢ、及び第３アンカー通信ノードＮＣの精度指数ＡＭＣを読み込む。
【００３５】
　工程Ｓ３３：不精度ルックアップテーブルから距離ｄＡの不精度、距離ｄＢの不精度、
及び距離ｄＣの不精度を取得する。
【００３６】
　工程Ｓ３４：式（１）を実行する。
【００３７】
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　工程Ｓ３５：通信ノードＮ０の新の精度指数ＡＭ０を得る。
【００３８】
　図４は、本発明の実施例の漸進的全地球測位方法の第１フローチャートである。図４は
、通信ノードの精度指数を改善する方法を説明する。各通信ノードは、その精度指数を改
善することで、後の位置データの共有では、より信頼性のある地理的座標を提供する。各
通信ノードは、隣接する利用可能な新アンカー通信ノードの兆候を持続的に観察すること
で、前記精度指数を改善できる。無線通信範囲内に高い精度指数等級を有するアンカー通
信ノードを認識したら、相対位置決めアルゴリズムは、三辺測定法において、前記アンカ
ー通信ノードの地理的座標に対してより多い「重み」をつける。このことは、低い精度指
数等級を有する参加する通信ノードを削除することによって達成できる。例えば、図１Ｂ
において、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢを削除する。また、他の統計方法によって
達成してもよい。全ての高い精度指数等級を有するアンカー通信ノードは、他の相対的位
置決めアルゴリズムに用いられるが、類似な精度指数等級を有する全てのアンカー通信ノ
ードも重要である。それは、統計学において、無線通信測定の不精度がランダムであるか
らである。類似な精度指数等級を有するアンカー通信ノードに対して数回の測定を行うこ
とで、最終的に、通信ノードの地理的座標を統計的に有意な高い精度指数等級に収束でき
る。前記作業において、統計方法は、平均値（Ｍｅａｎ）、分散分折（Ｖａｒｉａｎｃｅ
　ａｎａｌｙｓｅｓ）、カルマンフィルター（Ｋａｌｍａｎ　ｆｉｌｔｅｒｉｎｇ）、線
性最小二乗法推定（Ｌｉｎｅａｒ　ｌｅａｓｔ－ｓｑｕａｒｅｓ　ｅｓｔｉｍａｔｉｏｎ
）、繰り返し重み付き最小二乗法推定（Ｉｔｅｒａｔｉｖｅｌｙ　ｒｅｗｅｉｇｈｔｅｄ
　ｌｅａｓｔ－ｓｑｕａｒｅｓ　ｅｓｔｉｍａｔｉｏｎ）、非線性最小二乗法の技術（Ｎ
ｏｎ－ｌｉｎｅａｒ　ｌｅａｓｔ－ｓｑｕａｒｅｓ　ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ）、及び全て他
の既知の方法を含む。統計方法は、多くの数学の制限を受けられるが、慎重に統計方法を
利用すると、不精度を減少し、イニシエータ通信ノードＮ０の精度指数を高めることがで
きる。即ち、各通信ノードは、その地理的座標の過去のデータに対して地理的座標の統計
分析を行うことで、より精確な地理的座標及び好ましい精度指数を得ることができる。
【００３９】
　上記をまとめると、精度指数は複合指数である。まず、イニシエータ通信ノードは、他
のシステムによって承認したローバル地理座標系を有するアンカー通信ノードから、それ
自体のグローバル地理座標系を導入し、精度指数を評価する。そのため、精度指数が追跡
可能である。ＧＰＳ測位によるアンカー通信ノードに比べて、隣接するイニシエータ通信
ノードに属する。「スーパーアンカーノード」の近くに位置するイニシエータ通信ノード
は、先天性により高い精度指数を取得できる。精度指数は、１回の相対測位演算での座標
不精度及び測距不精度の評価（即ち、‾ＥＣ０＝‾ＥＣｉ＋‾ＥＲｉ）での誤差の累積）
を含む。また、ＥＣは、全てのアンカー通信ノードに対して最適な相対的位置決めアルゴ
リズムを行う過程での誤差を含む。それだけでなく、相対測位演算の実行回数が増えるに
つれて、座標データの累積によって統計的に有意な収斂を確認され、ＥＣ値が低下し、精
度指数を改善できる。精度指数は、本発明の実施例の漸進的測位でのグローバル地理的位
置の座標、及び精度のトレーサビリティを組み合わせて、誤差の生成及び相続、及び統計
の改善を得て、地理的座標の優劣を表する数値指標である。全般的に精細、正確な比較を
行うことができないが、漸進的全地球測位システムの地理的座標の精度を長期的に改善で
きる。システムに有利であるなら、前記原理に従って１つ以上の精度指数、例えば、相続
した通信ノード数及び層数評価した地理的位置の信頼性を設け、アンカーノードで構成し
た幾何学的な形状誤差、無線測定の不精度、又は統計誤差を再区分等は、いずれも本発明
に含む。
【００４０】
　本実施例は、下記工程を有する。
【００４１】
　工程Ｓ４１：通信ノードＮ０は、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣから地理的
座標及び精度指数を受信し、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣとの距離ｄＡ、ｄ
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Ｂ、ｄＣを測定し、工程Ｓ４２に進む。
【００４２】
　工程Ｓ４２：通信ノードＮ０は、三辺測定法によってその地理的座標を得て、前記組地
理的座標に付随する精度指数を評価し、工程Ｓ４３に進む。
【００４３】
　工程Ｓ４３：通信ノードＮ０は、精度指数が改善したかどうかを判断する。ＹＥＳの場
合、工程Ｓ４４に進む。ＮＯの場合、工程Ｓ４３１に進む。類似する場合、工程Ｓ４３２
に進む。
【００４４】
　工程Ｓ４３１：通信ノードＮ０は、この地理的座標を放棄する。
【００４５】
　工程Ｓ４３２：通信ノードＮ０は、地理的座標及び精度指数の過去のデータに基づいて
統計分析を行って、工程Ｓ４３に戻る。
【００４６】
　工程Ｓ４４：通信ノードＮ０は、精度指数等級増加工程を開始する。
【００４７】
　イニシエータ通信ノードＮ０は、その精度指数より優れた複数の精度指数等級を有する
アンカー通信ノードがある場合に、三辺測定法によって、１組の精度が高い又は精度指数
等級が高い地理的座標を生成する。図４において、過去のログの統計分析によって得られ
た収斂した地理的座標、又は三辺測定法によって得られた高い精度指数等級を有するため
、「精度指数等級増加」となる。それは、前記通信ノードに対して重要だけでなく、その
無線通信範囲の通信ノードに対しても重要である。そのため、精度指数等級増加は、厳格
な検査を受ける必要がある。
【００４８】
　図５は、本発明の実施例の漸進的全地球測位方法の第２フローチャートである。図５に
おいて、精度指数等級増加の取引（一回の取引とは、一回の精度指数等級増加に対する公
正な判断を示す）記録を維持する新たな方法を開示する。精度指数等級増加イベントが悪
意のあるユーザーによって破壊されるのを防止するために、前記取引の演算データは、公
正なサードパーティーによって検証される必要がある。公正なサードパーティーは、参加
者の過去の精度指数のアップグレード記録及び計算の有効性を検査し、各通信ノードの地
理的座標及び精度指数の相続関係が正しいであることを確認した後、それを許可する。そ
のため、通信ノードの精度指数等級増加が正式に認可される。ブロックチェーンは、変更
できない機能を有する分散型台帳（ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　ｌｅｄｇｅｒ）を採用し、
本システムによる各通信ノードの間の地理的座標及び精度指数の相続関係の確認に役立つ
。ブロックチェーン技術を使用すると、スマート約定を介して公正なサードパーティー検
証を行うことができる。図５において、通信ノードＮ０は、制度指数等級増加の許可を得
ようとするイニシエータである。通信ノードＮ０は、前記取引の演算データをスマート約
定に提出して審査を受ける。スマート約定は、イーサリアム（Ｅｔｈｅｒｅｕｍ（登録商
標））等のブロックチェーンのプラットホームを介してインターネット又はサービスクラ
ウド（ｓｅｒｖｉｃｅ　ｃｌｏｕｄ）で実行されるコンピュータプログラムである。スマ
ート約定は、契約条件に基づいて、イベント及びアクションを実行、制御及び記録する。
通信ノードＮ０のＩＤ偽造を防止するため、Ｎ０からスマート約定に提供する演算データ
は、デジタル署名法によって秘密鍵暗号化される。スマート約定は、Ｎ０の公開鍵によっ
てそれを復号して認識する。前記スマート約定は、事前に決められた前提条件又は条約に
基づいて、前記精度指数等級増加の申請を受け入れるかどうかを決める。実行したスマー
ト約定は、今回の精度指数等級増加で実行する三辺測定法の参加通信ノード及び生成した
精度指数等級、及び詳細な情報をブロックチェーンの分散型台帳（以下、「台帳」と称す
る）に保存する。ブロックチェーンの性質に基づいて、新なスマート約定は、追跡可能で
、修正できない特性を有する。各参加する通信ノードの最終的な地理的座標が徐々に正確
となり、且つ改竄できない。
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【００４９】
　図５において、通信ノードＮ０が提供した「演算データ」は、三辺測定法で演算する前
後の地理的座標及び精度指数、新の精度指数の判断基礎、通信ノードＮ０及び第１アンカ
ー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣのＵＩＤを含む。演算データの判断基礎について、その改
善は、台帳からの追跡可能なＥＣ（座標不精度）、通信ノードＮ０が標準測距不精度ルッ
クアップテーブルに基づいてＥＲに対する判断、又は１つの統計的な改善で得られた結果
、又は前記の組み合わせ、及びその裏付けデータのいずれかによるものである。演算デー
タは、例えば後述のＶＩＤ／ＤＩＤ、並びに第１アンカー通信ノードとの測距に用いる無
線通信の頻度及び帯域幅のような通信ノードＮ０の物理的限制情報を更に含む。前記スマ
ート約定の承認条件(契約条件)は、（１）アンカー通信ノードが追跡可能、即ち第１アン
カー通信ノードの地理的座標及び精度指数が予めにブロックチェーンの台帳に存在すると
、（２）通信ノードＮ０が実行する三辺測定法が正確であるとを含む。（１）アンカー通
信ノードが追跡可能について、台帳からスマート約定を検索できる。（２）通信ノードＮ

０が実行する三辺測定法が正確であるについて、スマート約定によって通信ノードＮ０が
提出した精度指数等級増加の判断基礎を検査し、記録に基づいて台帳から検索できる。例
えば、通信ノードＮ０がその改善が追跡可能なＥＣによるものであると主張する場合に、
スマート約定が台帳のＥＣは、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣのＵＩＤによっ
て台帳の各第１アンカー通信ノードのＥｃから確認できる。通信ノードＮ０の改善が統計
的な改善で得られた結果と主張する場合に、スマート約定がその裏付けデータから確認で
きる。統計的な改善の裏付けデータは、サンプル数、主要な統計パラメータ、及び測定期
間の長さ等を含む。スマート約定は、統計学の合理性、及び台帳から主張した測定期間を
検査できるかどうか等をチェックすることで、検査を行うことができる。通信ノードＮ０

の改善が誤差ルックアップテーブルに基づいてＥＲに対する判断と主張する場合に、スマ
ート約定が通信ノードＮ０の無線測定の物理的な制限によって判断する。前記のように、
標準測距不精度ルックアップテーブルは、無線通信操作頻度、帯域幅等の関連理論及び経
験データに基づいたものである。そのため、それらの不精度が、装置の無線測定の物理的
な制限に依存する。ネットワーク業界で広く使用される認識可能な「ＶＩＤ（Ｖｅｎｄｅ
ｒ　ＩＤ）」及び「ＤＩＤ（Ｄｅｖｉｃｅ　ＩＤ）」は、各通信ノードが使用する無線通
信技術、無線通信帯域幅、データ速度、及び頻度等の制限の認識に用いられる。スマート
フォンの型番及び製造メーカは、そのＩＭＥＩ番号のＴＡＣ（Ｔｙｐｅ　Ａｌｌｏｃａｔ
ｉｏｎ　Ｃｏｄｅ）から認識できる。スマート約定は、通信ノードが事前に提供したＶＩ
Ｄ／ＤＩＤをＵＩＤで表示するように設計してもよい。通信ノードＮ０及びアンカー通信
ノードの技術に基づいて、イニシエータ通信ノードＮ０がＥＲ０の値を修正できない。ア
ンカー通信ノードの技術は、スマート約定の台帳のアンカー通信ノードのＶＩＤ／ＤＩＤ
データから得られる。
【００５０】
　精度指数等級がアップした通信ノードを相対的位置決めアルゴリズム、高い精度指数等
級を有するアンカー通信ノードの支払い価格に選択的に加入すると、前記漸進的全地球測
位システム１が非常に有用となる。このようなメカニズムは、高い精度指数を有する通信
ノードの貢献意欲を促進できる。十分の動機があれば、これに基づいて、より好ましい慣
性ナビゲーションアルゴリズム、ＧＮＳＳ信号に対するより正確な評価技術、及びより精
確な測距方法を有する行動通信ノードの開発が進むことは間違いないだろう。そのことは
、前記漸進的全地球測位システム１の有効性及び普及性に有利であると考える。図５に示
すように、精度指数アップグレードの計算を確認し、スマート約定の一部として、所定の
ルールに従って価格を通信ノードＮ０から貢献度を有する第１アンカー通信ノードＮＡ、
ＮＢ、ＮＣに転移する。
【００５１】
　上記をまとめると、相対的位置決めアルゴリズムのイベントによれば、通信ノードＮ０

がより高い精度を有する地理的座標を得る。そして、前記通信ノードＮ０は、前記相対的
位置決めアルゴリズムの演算データをブロックチェーンに提出し、前記ブロックチェーン
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の第１スマート約定を実行する（図５参照）。前記第１スマート約定の承認条件（即ち、
契約で決められた精度指数等級増加の承認条件）は、
（１）第１アンカーノードの地理的座標及び精度指数が予めにブロックチェーンの台帳に
保存することと、
（２）通信ノードが提出した相対的位置決めアルゴリズムの演算データ及び台帳に記録さ
れる地理的座標及び精度指数データに基づいて、前記通信ノードが得られた地理的座標及
び精度指数は、物理的および数学的な制限を満たすことと、を含む。第１スマート約定は
、既知の通信ノードの物理的な制限によって判断できる。具体的には、ＶＩＤ／ＤＩＤに
よって判断できる。数学的な制限は、ＥＣ０＝‾ＥＣｉ＋‾ＥＲｉの計算上の因子を含む
。例えば、第１スマート約定は、イニシエータ通信ノードの不精度がアンカー通信ノード
より低いという原則に基づいて、数学的な制限を満たすかどうかを判断できる。数学的な
制限は、使用する統計方法の制限をさらに含む。例えば、サンプル数及び測定時間の長さ
によって判断できる。最後に、第１スマート約定の承認条件を満足した場合に、第１スマ
ート約定は、通信ノードＮ０の精度指数等級増加を許可し、対応して得られた地理的座標
及び精度指数を台帳に記録する。スマート約定の特性によって、たとえ通過されなくても
、それに対応する記録（参加する通信ノードのＵＩＤを含む）台帳にを生成する。また、
受益の通信ノードＮ０から第２アンカー通信ノードに送信した価格を台帳に記録する。通
信ノードＮ０は、第１スマート約定ＡＰＩから通知されるか、又は台帳から第１スマート
約定が既に許可したことを検索すると、その地理的座標及び精度指数を正式に更新できる
。上記工程によると、通信ノードＮ０が１組の不精度が低い地理的座標を得て、即ち、サ
ービスクラウドにあるスマート約定によって通信ノードＮ０の地理的座標を校正（ｒｅｃ
ａｌｉｂｒａｔｅｄ）した。上記をまとめると、相対的位置決めアルゴリズムの演算を行
うことで、通信ノードＮ０がより高い精度指数を有する地理的座標を得た場合に、通信ノ
ードＮ０が相対的位置決めアルゴリズムの演算データをブロックチェーンに提供し、ブロ
ックチェーンの第１スマート約定を起動、実行する。
第１スマート約定の承認条件は、
前記第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣがブロックチェーンの台帳に存在すること
と、通信ノードＮ０が得られた地理的座標及び精度指数は、通信ノードＮ０が提出した相
対的位置決めアルゴリズムの演算データ、及び前記台帳に記録される地理的座標及び精度
指数に基づいて、物理的および数学的な制限を満たすと判断することと、を含む。
【００５２】
　また、第１スマート約定の承認条件を通過すると、ブロックチェーンの台帳の記録は、
通信ノードＮ０が得られたより高い精度指数を有する地理的座標及び精度指数を有する。
【００５３】
　本実施例は、下記工程を有する。
【００５４】
　工程Ｓ５１：通信ノードＮ０は、三辺測定法で演算する前後の地理的座標及び精度指数
、新の精度指数の判断基礎、通信ノードＮ０及び第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、Ｎ

ＣのＵＩＤを第１スマート約定に入力し、工程Ｓ５２に進む。
【００５５】
　工程Ｓ５２：第１スマート約定が上記入力データを受信し、承認条件に合うかどうかを
判断する。ＹＥＳの場合、工程Ｓ５３に進む。ＮＯの場合、工程Ｓ５２１に進む。第１ス
マート約定の承認条件は、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣの過去の地理的座標
及び精度指数が有効であり、且つ新の精度指数の判断基礎が有効である。
【００５６】
　工程Ｓ５２１：第１スマート約定によって通信ノードＮ０の精度指数等級増加を否定す
る。
【００５７】
　工程Ｓ５３：第１スマート約定によって通信ノードＮ０精度指数等級増加を許可し、通
信ノードＮ０が得られた地理的座標及び精度指数をブロックチェーンの分散型台帳に保存
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し、価格を通信ノードＮ０から第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣに伝送し、工程
Ｓ５４に進む。
【００５８】
　工程Ｓ５４：通信ノードＮ０は、その地理的座標及び精度指数を更新する。
【００５９】
　イーサリアムブロックチェーンのプラットホームにおいて、毎回のスマート約定の実行
記録は、イニシエータの公開鍵から検索できる。公開した台帳から過去の取引を検索、検
査できる。台帳に含む毎回の取引情報は、参加する通信ノードのＵＩＤ、通信ノードＮ０

の地理的座標、精度指数等級、実行時間、ＶＩＤ／ＤＩＤ、及び支払った価格（詳しくは
後述する）等を含むが、それらに限定されない。これによって、通信ノードＮ０は、あら
かじめに新のアンカー通信ノードの信頼性があるかどうかを検査できる。アンカー通信ノ
ードの信頼性がない場合に、リソースを節約するために、相対的位置決めアルゴリズムの
実行、及びスマート約定に対する精度指数アップグレードの要求をスキップすることもで
きる。Ｅｔｈｅｒｅｕｍ　Ｅｘｐｌｏｒｅｒ（登録商標）において、トランザクションハ
ッシュ（Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎ　ｈａｓｈ）又はアドレスハッシュ（Ａｄｄｒｅｓｓ　
ｈａｓｈ）は、いずれも実行したスマート約定の検索に利用できる。前記アドレスは、一
意の公開鍵から変換された一意の値であるため、繰り返すことがない（一意の公開鍵から
アドレスに変換する式は、当業者によって周知である）。即ち、ブロックチェーンの台帳
記録は、各通信ノードのＵＩＤを含む。イニシエータ通信ノードは、第１アンカー通信ノ
ードのＵＩＤに基づいて、ブロックチェーンの台帳から第１アンカー通信ノードの地理的
座標及び精度指数を得て、相対的位置決めアルゴリズムの演算を行うことができる。
【００６０】
　建物又はトンネルの深い所にある通信ノードは、地理的測定を行わずに隣接するアンカ
ー通信ノードによって三辺測定法を行うことができる。隣接する通信ノードは、他の通信
ノードに接続されて利用してもよい。このような状況では、数回のＥＣ０＝‾ＥＣｉ＋‾
ＥＲｉ）の演算を行ったため、不精度が持続的に累積する。精度指数等級が安定するまで
はより時間がかかる。その場合、統計の方法は非常に重要である。数回の接続を行った状
況では、ブロックチェーンの技術が更に重要となる。それは、精度指数等級増加を逐次に
検証し、それらの通信ノードに欺瞞的な通信ノードが存在することを避け、信頼性を確保
できるからである。
【００６１】
　上記のように、通信ノードの間の無線接続が一方又は両方向であるため、無線ネットワ
ーク接続（ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）されない状況では、８０２．１１ｍｃ通信プロトコ
ルを実行し、通信ノードの間に地理的座標及び距離を交換できる。前記通信プロトコル規
格に含まないパラメータ（例えば精度指数及び公開鍵）は、「ＬＣＲ（Ｌｏｃａｔｉｏｎ
　Ｃｉｖｉｃ　Ｒｅｐｏｒｔ）」フレーム又はネットワーク接続によって伝送できる。一
方、台帳が公開アクセスであるため、アンカー通信ノードの一意の公開鍵を取得すれば、
クラウドの台帳からその地理的座標及び精度指数を得る。よって、ローカルＩＰネットワ
ーク接続する必要がない。イニシエータに懸念がある場合、台帳から確認及び検査できる
。
【００６２】
　そして、本システムは、ブロックチェーンの台帳から、ＵＩＤを介して（第１又は第２
）アンカー通信ノードの地理的座標及び精度指数を得ることができる。ほとんどのブロッ
クチェーンのプラットホームにおいて、台帳が公開検索のデータベースである。イニシエ
ータが要求する場合、アンカー通信ノードの一意のＩＤを利用すると、直ちにアンカー通
信ノードの最新の地理座標、精度指数、及び発効時間／日付を得ることが出来る。通信ノ
ードのＵＩＤは、ＳＳＩＤ（又はＢｌｕｅｔｏｏｔｈビーコン、Ｂｅａｃｏｎ）を介して
公開放送、又はＬＣＲで公開放送できる。そのため、多様な測距方法の互換性から見ると
、元帳の確認は非常に有用なツールである。イニシエータ通信ノード（例えば、スマート
フォン又はＡＰ）は、信号強度、ＦＴＭ、ＵＷＢ、及びＬｉＤＡＲ等の測距手段によって



(20) JP 2021-81434 A 2021.5.27

10

20

30

40

50

、隣接するアンカー通信ノードとの距離を測定する同時に、台帳からそれらの通信ノード
の地理座標を検索すると、三辺測定法によってその地理的座標を得ることができる。アン
カー通信ノードがＵＩＤをＳＳＩＤ（又はＢｌｕｅｔｏｏｔｈビーコン）として公開放送
できない場合、協働する変更サーバーによって、小エリア（例えば、イニシエータ通信ノ
ードの位置によってどの小エリアに属するかを判断する）ＳＳＩＤ及びＢｌｕｅｔｏｏｔ
ｈビーコンデータベースによって検索できる。また、ＭＡＣアドレス認識を利用し、前記
アンカー通信ノードのＵＩＤに変更してもよい。
【００６３】
　図２に示すように、位置データの使用者（ここではスマートフォン）がある空間に進入
し、前記空間に複数のアンカー通信ノードが存在する場合に、それらのアンカー通信ノー
ドが特定の精度指数等級の地理的座標を有する。測距の不精度があるため、スマートフォ
ンが１組の精度指数がアンカー通信ノードより低い地理的座標を得る。このような消費レ
ベルの位置データの利用は、精度指数等級増加にかかわらない場合、一般的には、価格取
引を行わないか、又は少し価格取引しか生成しない。しかしながら、スマートフォンは、
前記相対的位置決めアルゴリズムの演算データをブロックチェーンに提出し、前記ブロッ
クチェーンの第１スマート約定を実行し、台帳にその地理的座標及び精度指数を記録する
ことができる。前記のように、必要であれば、前記スマートフォンを臨時のアンカー通信
ノードとすることができる。
【００６４】
　数回の相対的位置決めアルゴリズムの演算を経て、通信ノードがより高い精度指数等級
を達成する。しかしながら、前記システムは、全ての人が全地球測位サービスを提供する
ことを前提として設計される。固定の通信ノードが「移動」する場合に、その精度指数等
級をキャンセルされなければならない。そのため、通信ノードのファームウェアは、その
位置の変化を検出できるように設計する必要がある。超高精度の通信ノードは、ハードウ
ェアによってその位置が移動したかどうかを検出できる。通信ノードは、一般的には、電
源を切った後に相対的測位演算を行って、同じエリアの協働通信ノードのＵＩＤを得て、
測定した距離及び地理的座標を過去のデータと比較し、位置が変動しなかったことを確認
できる。距離変動がＥＲ値を超えた場合に、位置が移動したことを表示する。その場合、
ファームウェアによって第１スマート約定を実行し、新の地理的座標及び精度指数を得る
ことで、台帳における前の地理的座標及び精度指数を無効化する。
【００６５】
　一部のＧＰＳ信号発生器は、偽造のＧＰＳ座標を放送できる。そのため、偽造の地理的
座標を避けるルールを定義してもよい。例えば、精度指数等級増加の検証過程において、
現れたすべてのＧＰＳ信号が、良好な精度指数等級増加記録を有する他の通信ノードと共
に前記空間に存在するかどうかを検証してもよい。
【００６６】
　アマチュアの測定者は、スマートフォンを利用し、ＧＰＳ位置が有効である状況におい
て、ＧｏｏｇｌｅＭａｐ（登録商標）座標を参考し、アンカー通信ノードにその地理的座
標をマークできる。スマートフォンのアプリケーションプログラムによって、ＧＰＳ位置
の有効性、及び前記マークされたアンカー通信ノードの無線連結に対して検証を行うこと
で、最低限の信頼性認証を取得できる。多くの従来文献において、ＧＰＳの測定誤差の推
定方法が開示される。表１を利用してその精度指数を換算できる。ＧＰＳ以外の測位シス
テムによって取得した地理的座標は、同じく検証された条件では参考アンカー通信ノード
とすることができる。アマチュアの測定者が測位したアンカー通信ノードは、「漸進的観
察」のメカニズムを採用してもよい。例えば、前記通信ノードは、付近のスマート約定の
検証を経たアンカー通信ノード（スマートフォンによって）と共に三辺測定法の演算を行
うと、第１スマート約定の許可を得て、その精度指数等級を得ることができる。その場合
、ＧＰＳ等の他の測位システムの過去記録が台帳に存在しないため、第１スマート約定は
、スマート約定の検証を経た通信ノード、及びスマートフォンのアプリケーションプログ
ラムが提供した信頼性認証を判断の根拠とする。より多くのスマート約定の検証を経た通
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信ノードが協働通信ノードになり、三辺測定法の演算が徐々に安定すると、前記通信ノー
ドの精度指数をさらに向上できる。前記ＧＰＳ位置でその地理的座標をマークする方法を
使用すると、相対的位置決めアルゴリズム機能を備えない従来のＷｉＦｉ　ＡＰを「准」
アンカー通信ノードに変更できる。そのＳＳＩＤを一意のＩＤとすると、隣接する地理的
情報の消費者は、公開台帳から検索し、その地理的座標及び精度指数を得ることができる
。普通のアンカー通信ノードと比べると、無線測距を作動できないが、地理的位置及び精
度指数を示す機能が完備である。従来のＷｉＦｉ　ＡＰから変更した「准」アンカー通信
ノードは、前記「漸進的観察」のメカニズムを利用してより高い精度指数を得ることがで
きるが、測距能力の不足に制限されるため、得られた精度指数があんまり高くない。
【００６７】
　本システムは、実際な地理的測定方法によって得られた高精度な地理的位置のアンカー
通信ノードを参考できる。地理的測定、衛星測位、又は他の測位システムから得られた地
理的座標は、ここでは「外部リソース」から得られた地理的座標と称する。専門的または
非専門的な測定方法で入力した地理的座標のノードについて、監視されたメカニズムで特
殊な「参考アンカーノード」又は「スーパーアンカーノード」の第２スマート約定を起動
し、前記外部リソース精確程度に基づいて、相対的位置決めアルゴリズムに相当する精度
指数等級を作ることができる。そのため、前記第２スマート約定の承認条件は、証明可能
な署名者である。即ち、前記外部リソース及びそこから得られた精度指数は、信頼性認証
を得る必要がある。信頼性認証を得る署名は、ブロックチェーンの実務ではスマート約定
の制限的なアクセス管理（ｒｅｓｔｒｉｃｔｅｄ　ａｃｃｅｓｓ　ｃｏｎｔｒｏｌ）によ
って実現されるが、又は複数の署名契約（ｍｕｌｔｉ－ｓｉｇｎａｔｕｒｅ　ｃｏｎｔｒ
ａｃｔ、ｍｕｌｔｉｓｉｇ）、即ち異なるアクセスからの複数の署名によって取引を実行
する。即ち、通信ノードは、外部リソースからその地理的座標及び精度指数を得て、前記
通信ノードがその地理的座標、精度指数、及びその信頼性認証をブロックチェーンに提出
し、第２スマート約定を実行する。このようにすると、第２スマート約定を起動させる。
第２スマート約定の承認条件は、証明可能な署名者であり、即ち、前記外部リソースが信
頼性認証を有する。第２スマート約定の承認条件を通過すると、前記通信ノードが得られ
た地理的座標及び精度指数をブロックチェーンの台帳に記録する。
【００６８】
　前記実施例の第１スマート約定及び第２スマート約定は、クラウドサービスのコンピュ
ータプログラムによって検証工程を実行してもよい。即ち、通信ノードＮ０及び第１アン
カー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣに対して相対的位置決めアルゴリズムの演算を行うこと
で、通信ノードＮ０がより高い精度指数を有する地理的座標を得る。そして、前記通信ノ
ードが前記相対的位置決めアルゴリズムの演算データを第１検証プログラムに提出する。
第１検証プログラムの承認条件は、第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣが第１検証
プログラムのログに存在することと、通信ノードＮ０が得られた地理的座標及び精度指数
は、通信ノードＮ０が提出した相対的位置決めアルゴリズムの演算データ、及び前記ログ
に記録される地理的座標及び精度指数に基づいて、物理的および数学的な制限を満たすと
判断されることと、を含む。
【００６９】
　また、第１検証プログラムの承認条件を通過すると、第１検証プログラムのログ記録は
、通信ノードＮ０が得られたより高い精度指数を有する地理的座標及び精度指数を有し、
且つ選択的に通信ノードから第１アンカー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣに支払った価格を
有する。また、いずれかの通信ノード、例えば、通信ノードＮ０は、外部リソースからそ
の通信ノードＮ０の地理的座標及び精度指数を得て、その地理的座標及び精度指数及び信
頼性認証データを第２検証プログラムに提出する。第２検証プログラムの承認条件は、前
記外部リソースが信頼性認証を有する。第２検証プログラムの承認条件を通過すると、通
信ノードＮ０が得られた地理的座標及び精度指数を第１検証プログラムのログに記録する
。同じく、第１検証プログラムのログ記録は、通信ノードＮ０及び第１アンカー通信ノー
ドＮＡ、ＮＢ、ＮＣのＵＩＤを含んでもよい。通信ノードＮ０は、第１アンカー通信ノー
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ドＮＡ、ＮＢ、ＮＣのＵＩＤに基づいて、第１検証プログラムのログ記録から第１アンカ
ー通信ノードＮＡ、ＮＢ、ＮＣの地理的座標及び精度指数を得て、相対的位置決めアルゴ
リズムの演算を行う。
【００７０】
　図６Ａ及び図６Ｂは、本発明の実施例の漸進的全地球測位システムの車両測位応用の第
１模式図及び第２模式図である。図６Ａ及び図６Ｂにおいて、車両内部空間での漸進的全
地球測位方法の応用を例として説明する。複数の通信ノードＮｖを車両に設ける。それら
の通信ノードＮｖは、車両が移動する時に即時にその地理的座標を得るだけでなく、車両
内部位置情報の利用者のアンカー通信ノードとすることもできる。複数の「車両通信ノー
ド」Ｎｖを列車Ｔ及び車Ｃに設ける。他の実施例において、それらの車両通信ノードＮｖ
をバス及び他の乗り物に設けてもよい。それらの車両通信ノードは、先ず道端に固定され
るアンカー通信ノードＮＦ（第１アンカー通信ノード）に対して相対位置決めアルゴリズ
ムを行うことで、その絶対地理的座標及び精度指数を得る。そして、それらの車両通信ノ
ードＮｖを車両のポータブル装置のアンカー通信ノードとすることで、その位置データの
利用に有利である。このようにすると、ＧＰＳ又はインターネット接続がない場合であっ
ても、車両のポータブル装置がその精確な位置を得ることができる。ポータブル装置（例
えば、スマートフォン）のアプリケーションプログラムは、絶対位置から地図上での位置
を認識するだけでなく、車両中の参考位置を認識できる。そのため、１つの応用例におい
て、乗客を特定の座席に導く、又は移動している車掌を見つけることができる。車両で収
集した慣性モーションセンサー（例えば、加速度計及びジャイロスコープ）のデータは、
車両通信ノードＮｖの絶対地理的座標の精度を高めるのに利用できる。このことは、車両
の既知の軌跡及び前記軌跡の開始点の既知の位置によって達成できる。慣性ナビゲーショ
ンを利用すると、しばらく道端に固定されるアンカー通信ノードＮＦを取得できなくても
、車両通信ノードＮｖは、持続的にサービスを提供できる。即ち、複数の通信ノードＮｖ
は、移動中の車両の内部空間に分布される。固定のアンカー通信ノードＮＦ（第１アンカ
ー通信ノード）は、車両外の固定位置に設けられる。相対的位置決めアルゴリズムの演算
を行うことで、地理的座標及び精度指数を得た後、通信ノードＮｖが車両内部のモバイル
機器の相対的位置決めアルゴリズムの実行に参加する。
【００７１】
　一方、本発明は、車両衝突防止の通信ノードに関する。道で隣接する車両が車両通信ノ
ードＮｖを有する場合に、車両間の測距を行うことで運転中の車両の間の相対位置を得る
。隣接する車両の間の無線通信は、干渉が少なく、距離が短いため、信号減衰が少ない。
そのため、極めて短い協働時間で高精度な相対測位を得ることができる。このようにする
と、インターネット接続があるかどうかに関わらず、車両の間に衝突防止メカニズムを設
計できる。従来文献に記載するように、ＩＥＥＥ８０２．１１ａｘ　ＷｉＦｉを前記衝突
防止ネットワークに利用すると、ＯＦＤＭＡの起動レイテンシ（Ｌａｔｅｎｃｙ）を７．
６ｍＳに抑えることができる。また、たとえ車両が７０Ｋｍ／ｈの速度で走っても、車両
の反応精度がサブメーター（Ｓｕｂ－ｍｅｔｅｒ）級を達成できる。
【００７２】
　一方、本発明は、近接センサの応用に関する。通信ノード（前記通信ノードは、前記相
対的位置決めアルゴリズムの演算を行う）がアクチュエータ（ａｃｔｕａｔｏｒ）を有し
、物体を移動することができる。前記応用は、建物のセキュリティシステムに使える。以
下、その方法を説明する。モバイル通信ノード（例えば、スマートフォン）が建物に近づ
いた時に、建物のセキュリティシステムのアクチュエータを有するアンカー通信ノードが
認証を求める。前記モバイル通信ノードは、その身元情報、例えば平文の「私は田中」を
秘密鍵によって暗号化する。そして、アンカー通信ノードは、前記モバイル通信ノードの
一意の公開鍵（即ち、ＵＩＤ）によって復号し、復号した身元情報（前記平文）を認識す
ると、認証成功となる。逆に、前記モバイル通信ノードの一意の公開鍵がコピーされた場
合に、コピーを行った通信ノードは、元の公開鍵所有人の秘密鍵を有しないため、どんな
秘密鍵を利用して身元情報を暗号化しても、前記一意の公開鍵によって有意義な平文を得
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ることができない。それは、従来の「デジタル署名」の技術である。身元情報の一意の公
開鍵によれば、アンカー通信ノードによって復号し、認識できる身元情報を得ることがで
きる。従って、アクチュエータを起動してドアを移動させ、ドアを開けることができる。
モバイル通信ノードを車に設置し、且つ認識できる一意の公開鍵を持つ場合に、前記モバ
イル通信ノードは、類似の方法によって駐車場に出入りすることができる。アクチュエー
タは、建物又は駐車場のドアを開けるために用いる。上記建物のセキュリティシステムの
アンカー通信ノードが認証を求めること及び秘密分の伝送は、相対的位置決めアルゴリズ
ムによく使われる一方通信及び両方向ＴｏＦ等の簡単な通信範囲に属しないに属しないが
、「ＬＣＲ」フレーム又はネットワーク接続によって情報を伝送できる。即ち、少なくと
も１つの相対的位置決めアルゴリズムの演算に参加する通信ノード（即ち、前記セキュリ
ティシステムのアンカー通信ノード）は、アクチュエータを有する。モバイル通信ノード
のＵＩＤを利用し、モバイル通信ノードから得られたモバイル通信ノードの秘密鍵で暗号
化した身元情報をデジタル署名技術によって復号し、身元情報に基づいて、遠隔制御装置
を制御するようにアクチュエータを起動するかどうかを決める。
【００７３】
　図７は、本発明の実施例の漸進的全地球測位システムの高度な応用の模式図である。図
７は、本発明の高可用性（Ｈｉｇｈ　Ａｖａｉｌａｂｉｌｉｔｙ）及び高安全性の応用を
説明する。隣接するノードが相互支援メカニズムを参加すると、通信ノードは、地理的座
標及び精度指数を交換する以外、一意の公開鍵によってもう１方を認識して情報を交換で
きる。相互支援情報の伝送は、相対的位置決めアルゴリズムによく使われる一方通信及び
両方向ＴｏＦ等の簡単な通信範囲に属しないが、「ＬＣＲ」フレーム又はネットワーク接
続によって情報を伝送できる。警報通信ノードは、例えば、遭難信号を送信しようとする
使用者の携帯電話Ｍ、又はＢＬＥ（Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ　Ｌｏｗ　Ｅｎｅｒｇｙ）タグを
有する紛失物Ｌ（例えば、荷物）が挙げられる。警報通信ノードが協働ノード群（以下、
「ノード群」と称する）Ａの支援範囲に進入する。前記ノード群Ａは、複数の通信ノード
ＮＨａから構成され、その一部がＢｌｕｅｔｏｏｔｈブリッジ（Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ　ｂ
ｒｉｄｇｅ）を有する。暗号化した警報情報Ｆｒは、ノード群Ｂのもう１つの通信ノード
ＮＨｂ（無線通信範囲内にある）に伝送し、且つインターネットの警報サーバーＷＳに伝
送する。このようにすると、ノード群Ａは、インターネットに接続されない場合でも動作
できる。隣接する通信ノード（図の中の隣接する通信ノードＮＨａ、ＮＨｂ）を利用する
と、システム信頼性、高可用性、及び安全性に役立つ。１つの通信ノードＮＨａは、通常
のインターネット接続をバイパスし、隣接する通信ノードＮＨｂの協力を得て、接続中断
、警報又は緊急信号（前記警報情報Ｆｒが警報情報Ｆｒの目的地を確実に表示する）を発
信することができる。また、高い精度指数等級を有する隣接する通信ノードが消えた場合
に警報を生成してもよい。地理的位置データが警報の重要な部分であれば、アンカー通信
ノードのＵＩＤ又は地理的座標を伝送してもよい。バッテリ駆動のＢＬＥの通信ノードは
、電源がない時に警報状態を長時間維持できる。紛失物Ｌが協働通信ノードのファームウ
ェアをインストールした場合に、秘密の方法によって見つかることができる。即ち、少な
くとも１つの相対的位置決めアルゴリズムの演算に参加する通信ノード（例えば、ノード
群Ａの任意の通信ノード）は、警報通信ノード（例えば、携帯電話Ｍ又は紛失物Ｌ）の警
報情報Ｆｒを他の通信ノード（例えば、ノード群Ｂの任意の通信ノード）又は警報通信ノ
ードが指定したＩＰアドレスに伝送できる。
【００７４】
　警報情報Ｆｒは、ある位置に存在すること（Ｕｎｄｅｎｉａｂｌｅ　ｐｒｅｓｅｎｃｅ
）を示す証拠となるように設計してもよい。図７に示すように、ノード群Ｂ（ノード群Ｂ
がインターネットに接続されない場合に、ノード群Ａ）の中の１つの通信ノードは、警報
を検出してから、「無効（Ｎｕｌｌ）」の相対的位置決めアルゴリズム及び精度指数等級
増加の第１スマート約定の実行を起動する。より高い精度指数等級を有する新のアンカー
通信ノードが存在しているため、前記要求の目的は、スマート約定を利用するではなく、
台帳に１つの記録を維持し、警報状態の装置と共存する時間を表示することにある。それ
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加のスマート約定の要求を実行することで、警報状態の装置が少なくともその中の１つに
参加させるためである。台帳の記録が否定不可能（ｕｎｄｅｎｉａｂｌｅ）であるため、
特定時間内、警報状態となる装置の位置も否定不可能である。また、警報情報が発生する
際の確実な地点を台帳の記録に追加してもよい。即ち、モバイル機器は、選択的にブロッ
クチェーンの第１スマート約定を実行し、台帳に維持する記録に基づいて警報情報が発生
する際の確実な地点を表示する。その場合、警報情報Ｆｒが警報通信ノードのＵＩＤを有
すると、Ｆｒを受信した受信者は、台帳から前記警報通信ノードの否定不可能な位置を検
索できる。
【００７５】
　本発明は、優れた効果を有し、当業者が容易に完成できるものではないため、進歩性及
び実用性を備え、特許の要件を満たす。
【００７６】
　本発明は、上記内容に限定されない。本発明の精神及び範囲に基づいてなされた均等的
な変更は、いずれも本発明に含む。
【符号の説明】
【００７７】
１　漸進的全地球測位システム
Ｎ０、Ｎ１、Ｎ２、ＮＨａ、ＮＨｂ　通信ノード
ＮＡ、ＮＢ、ＮＣ　第１アンカー通信ノード
ＮＤ、ＮＥ　第２アンカー通信ノード
ＮＪ、ＮＫ、ＮＬ、ＮＭ、ＮＦ、Ｎｖ　アンカー通信ノード
Ａ、Ｂ　ノード群
Ｎｉ　スマートフォン（モバイル通信ノード）
ＷＳ　警報サーバー
Ｍ　携帯電話
Ｌ　紛失物
Ｔ　列車
Ｃ　車
（ｘ０、ｙ０、ｚ０）、（ｘ１、ｙ１、ｚ１）、（ｘＡ、ｙＡ、ｚＡ）、（ｘＢ、ｙＢ、
ｚＢ）、（ｘＣ、ｙＣ、ｚＣ）、（ｘＤ、ｙＤ、ｚＤ）、（ｘＥ、ｙＥ、ｚＥ）、（ｘｉ

、ｙｉ、ｚｉ）、（ｘＪ、ｙＪ、ｚＪ）、（ｘＫ、ｙＫ、ｚＫ）、（ｘＬ、ｙＬ、ｚＬ）
、（ｘＭ、ｙＭ、ｚＭ）　地理的座標
ＡＭ０、ＡＭＡ、ＡＭＢ、ＡＭＣ、ＡＭＤ、ＡＭＥ、ＡＭＪ、ＡＭＫ、ＡＭＬ、ＡＭＭ、
ＡＭｉ　精度指数
ｄＡ、ｄＢ、ｄＣ、ｄＤ、ｄＥ、ｄＪ、ｄＫ、ｄＭ、ｄＬ　距離
Ｆｒ　警報情報
Ｓ３１～Ｓ３５、Ｓ４１～Ｓ４４、Ｓ４３１～Ｓ４３２、Ｓ５１～Ｓ５４、Ｓ５２１　工
程
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